
4 利用者の視点に立った点検・評価とその反映  

○利用者の視点に立った点検・評価手法を構築  

○平成21年度までの現行のプラン（「子ども・子育て応援プラン」、地方公共団体   
の次世代育成支援のための行動計画）の見直しに当たって、利用者の視点に立っ   
た指標等を盛り込んで、定期的に点検評価を行い、その結果を毎年度の予算編成、   
事業実施に反映（PDCAサイクルを確立）  
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5 おわりに ～支援策が十分に効果を発揮するための国民の理解と意識改革～  

○施策の必要性と有効性について十分に国民lこ説明し、理解を浸透  

○自然に子育ての喜びや大切さを感じられるよう社会全体の意識改革のための国   

民運動  



労働市場参加が進まない場合の労働力の推移  
O「就業」と「結婚や出産・子育て」の「二者択一構造」が解決されないなど労働市場への参加が進まない場合、   

日本の労働力人口は今後大きく減少（特に、2030年以降の減少は急速）。  

蔓三塁塞現を醜こ達成できな  
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3，000  

2050年  2030年   2006年  

この2つの要請を同時に達成する必要 →「二者択一構造」の解決が不可欠  

（注）2030年までの労働力人口は雇用政策研究会報告（平成19年12月）りただし、2050年の労働力人口は、2030年以降の性ヰ齢階級別労働力率が変わらないと仮定   
して、平成18年将来推言十人口（中位推計）に基づき、厚生労働省社会保障担当参事官室において推計し 



労働市場参加実現、国民の希望する結婚・出産1子育ての  
実現のベネフィット（平成15年度「年次経済財政報告」シミュレーションより）  

O「二者択一構造」が解決されるなどにより、労働市場参加の実現が進み、さらに出生率が向上した場合、   
2050年までを通じて、実質GDP成長率を0．5％程度押し上げる効果があると推計されている。  

3マクロ経済モデルによる経済成長シミュレーション」に準拠）  （※「年次経済財政報告」（2003年10月内閣府）第3章第2節「高齢化・人口減少の下での経済成長の展望   

伸
ば
し
た
額
 
 

現
在
の
G
D
P
値
を
年
々
の
実
質
伸
び
率
で
 
 

ー
一
0
0
」
－
 
 
 

2030年  2040年  2050年  

現状維持ケース   労働市場参加実現   労働市場参加実現＋出生率一定回復   

人 口  将来推計人口（国立社会保障人口問題研究所2002   将来推計人口（国立社会保障人口問題研究所2002年）  

年）における中位推計（2050年の合計特殊出生率1．  同  左  における高位推計（2050年の合計特殊出生率1．63）を  

39）を前提。（※なお2006年の将来推計人口の中位  前提。（※なお2006年の同推計では1．55。また結婚t出  

推計では1．26。）  産に対する国民の希望が実現した場合の出生率は1．75）   

労働力率  高齢男性と女性の労働力率については、モデルが内  労働力調査（総務省）における男女別年齢階層別労働力   同  左  

生的に決定。他の男性については、2001年度の労働  率に「就業希望者」を加えたものを「潜在的労働力奉」とし、  

力率の水準で一定で推移すると仮定。   これが2050年にかけて徐々に実現していくと仮定。   

全要素生産  同  左   同  左   

性上昇率   

実質GDP   2010年代：0．3 ／ 2020年代：0．4   2010年代二0．8 ／2020年代：0．8   2010年代：0．8／2020年代：0．9   
伸び率   2030年代：0．2 ／ 2040年代：0．2   2030年代：0．5／2040年代：0．4   2030年代：0．7／2040年代：0．7   
の推計   〔  2009年までは  ＿「日本経済の進路と戦略参考試算」（2007年内閣府）の成長制約シナリオA  ）   

【「年次経済財政報告」（2003年）において、内閣府経済社会総合研究所の「社会保障モデル」をもとに、内閣府政策統括官においてシミュレーションを行った結果に準拠して作成】   



現行の次世代育成支援の給付・サービスの費用構成  

族関係社会支出（予算ベースの推計値4兆37300億円）に関して、国、地方公共団   ○平成19年度児童■家   

体、事業主（保険料事業主負担及び拠出金）、被保険者本人（保険料）に分けて、費用負担の状況を推   
計したもの。したがって、「推計所要額」に関して、直接この負担割合が適用されるものではない。  

○今後、少子化対策のための給付の充実に当たっては、次世代の負担によって賄うことがないよう必要な   
財源をその時点で手当てして行うことが必要。また、費用負担の在り方については、給付の性格や施策間   
の整合・連携を考慮した負担のあり方の検討が必要である。  
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家族関係社会支出と財源構成（推計）の国際比較   
（2003年度（日本は2007年度予算ベース）、対GDP比）  （％）  

5．0  

日 本  
（2007年予算ベース）   

スウェーデン  ドイツ  フランス  

．  



各国の家族関係社会支出の対GDP比の比較（2003年）  
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（資料）OECD：SocialExpenditureDatabase2007（日本のGDPについては内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算（長期時系列）」による。   



「新待機児童ゼロ作戦」について（概要）  

集中重点期間の対応  目標・具体的施策  

働きながら子育てをしたい  

と願う国民が、その両立の  
難しさから、仕事を辞める、  
あるいは出産を断念すると  

いったことのないよう、  

当面、以下の取組を進めるとともに、集  

中重点期間における取組を推進する  

ため、待機児童の多い地域に対する重  

点的な支援や認定こども園に対する支  

援などについて夏頃を目途に検討  

希望するすべての人が子どもを預けて働  

くことができるためのサービスの受け皿を  

確保し、待機児童をゼロにする。特に診  
後3年間を集中重点期間とし、取組を進  

める。  

恩  
＜10年後の目標＞  

○働き方の見直しによる  

仕事と生活の調和の実現  

O「新たな次世代育成  

支援の枠組み」の構築  

の二つの取組を「車の両  

輪」として進めていく。   

恩  
希望するすべての人が安  

心して子どもを預けて働くこ  

とができる社会を目指して  

・○保育サービスの量的拡充と   

提供手段の多様化〔児童福祉法   

の改正〕  

・ 保育所に加え、家庭的保育（保育マ   
マ）、認定こども園、幼稚園の預かり保育、   
事業所内保育施設の充実   

・○小学校就学後まで施策対象   
を拡大  

・ 小学校就学後も引き続き放課後等の   
生活の場を確保   

・○地域における保育サービス等   

の計画的整備〔次世代育成支援   

対策推進法の改正〕  

●  女性の就業率の高まりに応じて必要   

となるサービスの中長期的な需要を勘案   

し、その絶対量を計画的に拡大  

・○子どもの健やかな育成等のた   

め、サービスの質を確保   
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・保育サービス（3歳未満児）の提供割合  

●20％→38％（※）   

【利用児童数100万人増（0～5歳）】  

・放課後児童クラブ（小学1年～3年）の   

提供割合19％→60％（※）   
【登録児童数145万人増】  

⇒この目標実現のためには  

一定規模の財政投入が必要  

税制改革の動向を踏まえつつ、  
新たな次世代育成支援の枠組み」  

の構築について速やかに検討。  

保育施策を質・量ともに充  

実・強化するための「新待  

機児童ゼロ作戦」を展開  
（※）「仕事と生活の調和推進のための行動指針（平成19年12   

月）」における仕事と生活の調和した社会の実現に向けた各   

主体の取組を推進するための社会全体の目標について、取   
組が進んだ場合に10年後（2017年）に達成される水準  



児童福祉法等の一部を改正する法律案の主な経緯  
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児童福祉法等の一部を改正する法律案の主な内容  
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（1）里親制度の改正・平成21年1月施行  
○養子縁組を前提とした里親と養育里親を区別し、養育里親の要件について一定の研修を修めることとする等里親制度を見直  

。  ○ 都道府県の業務として、里親に対する相談等の支援を行うことを明確化し、当該業務を一定の要件を満たすものに委託でき  
ることとする 

ニノ 小規模住居型児  （平成21  

○要保護児童の委託先として、養育者の住居で要保護児童を養育する事業（ファミリーホーム）を創設し、養育者の要件等事   
業に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。  

○ 要保護児童対策地域協議会の協  議対象を、養育支援が特に必要である児童やその保護者、妊婦に拡大するほか、  

要保護児童対策調整機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。  

（畢成21生戯  

〔〕児童自立生活援助事業について、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとともに、義務教育終了後の児童のほ  
か、20歳未満の者を支援の対象として追加する等の見直しを行う。  

止（平成21  生艦  

鳩 

の防止のための規定を設ける。  
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、 ．平或21年1月提供体制の計画的整備は平戒22年4月施行．  
ナる保護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす者にも委託できることとする。  

ンタ一について、児童福祉施設への附置要件の廃止等を行う。  
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について、必要な措置を講じる。   施設等  
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3 次世代育成支援対策推進法の一部改正①（地域における取組の促進）  

1）国による参酌標準の提示（公布から起算して6月以内に施行）  

○ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに際して参考   
とすべき標準（参酌標準）を定めるものとする。  

定等に対する労使 の参画（公布から起算して6月以内施行）  

○ 市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更しようとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させるよう努め   
るものとする。  

3）地域行動計画の定期的な評価・見直し（平成22年4月施行）  

○ 市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよう努めるも  

のとする。  

＿1   



子育て支援事業の定義規定のイメージ  

家庭全戸訪問事業  

市町村内における原則としてすべての乳児のいる家庭を訪問することにより、厚生労働省令で定めるところにより、①子育てに関す  
る情報の提供、②乳児及びその保護者の心身の状況及び養育環境の把握を行うほか、③養育についての相談に応じ、助言その  
他の援助を行う事業  

2 養育支援訪問事業  

厚生労働省令で定めるところにより、乳児家庭全戸訪問事業の実施その他により把握した①保護者の養育を支援することが特に  
必要と認められる児童及びその保護者、②保護者に監護させることが不適当であると認められる児童及びその保護者、③出産後  
の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦に対し、その養育が適切に行われるよう、これらの者  
の居宅において、養育に関する相談、指導、助言その他必要な支援を行う事業   －
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子育て支援事業の事業開始・指導監督の仕組みのイメージ  

※ このほか、第2種社会福祉事業として位置付けた事業（乳児家庭全戸訪問事業・養育支援家訪問事業・地域子育て支援  
拠点事業・一時預かり事業）については、①寄付金の募集に際しての許可制度、②サービス利用者に対する情報提供努力  
義務、③利用申込み時の契約内容等の説明の努力義務、④自己評価等の質の向上の努力義務、⑤誇大広告の禁止等の  
社会福祉法の規定のほか、⑥消費税等の非課税措置の対象となる。   

＿rl．．  




